
八尾市告示第 151号 

   令和７年度八尾市一般廃棄物処理実施計画  

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号）第６条第１項

の規定に基づき、一般廃棄物の処理計画を次のとおり定めたので、八尾市廃棄

物の減量及び適正処理に関する条例（平成 16年八尾市条例第 27号。以下「条例」

という。）第８条第２項の規定により、次のとおり告示し、令和７年４月１日

から実施する。  

  令和７年３月31日 

                     八尾市長 山 本 桂 右 

 

記 

 

１ 計画の基本方針  

 市民の衛生的で快適な生活環境の保持と、「廃棄物の適正処理」、「持続

可能な循環型社会の形成」を目指し、八尾市一般廃棄物処理基本計画（ごみ

編）（以下「基本計画」という。）の目標達成に向けて、より効果的な家庭

系ごみ及び事業系ごみの減量・資源化に係る取組を、市民・事業者・行政の

協働により、計画的かつ継続的に推進するため、本計画を定める。  

２ 処理計画区域  

  八尾市全域  

３ 一般廃棄物の排出計画量  

 ⑴ ごみの排出計画量（推計）  

区分 ごみの種類  排出量  

市が収集

するごみ  

可燃（燃やす）ごみ（台所ごみ、草・小

枝、革製品、プラスチック製品（容器包装

プラスチックを除く。 )、再生のできない

紙くず等）  

39,061ｔ 

 資源物（飲み物のびん、調味料のびん、化

粧品のびん、缶詰の缶・飲み物の缶）  

1,583ｔ 



 不燃ごみ  複雑ごみ（金属類（缶詰の缶・

飲み物の缶を除く。）、小型家

電製品、かさ、電球、鏡、蛍光

灯、乾電池、体温計等）  

686ｔ 

埋立ごみ（陶磁器類・ガラスく

ず等）  

304ｔ 

 粗大ごみ（一般家庭から排出される指定袋

に入らない大きさの電気製品（リサイクル

家電及びＰＣリサイクルマークの付いてい

るパソコンを除く。）・家具類等）  

768ｔ 

 臨時ごみ（一般家庭から排出される引越し

等に伴うごみ・一時的にたくさん出るごみ

（リサイクル家電及びＰＣリサイクルマー

クの付いているパソコンを除く。））  

555ｔ 

 容器包装プラスチック  2,060ｔ 

 ペットボトル  621ｔ 

 危険物（簡易ガスボンベ・スプレー缶）  59ｔ 

 二次電池（ニカド電池、ニッケル水素電

池、リチウムイオン電池、小型シール電

池） 

0.9ｔ 

 計 45,697.9ｔ 

処理施設

に搬入さ

れるごみ  

リサイクル家電（一般家庭から排出される

冷蔵庫・冷凍庫、エアコン、ブラウン管式

テレビ・液晶式テレビ・プラズマ式テレ

ビ・有機ＥＬテレビ、洗濯機・衣類乾燥

機。ただし、小売店に引取義務のないもの

に限る。）  

175台 

 携帯電話・スマートフォン  179台 



 燃やすごみ（大阪広域環境施設組合八尾工

場で処理すべきごみ）  

19,274ｔ 

 

破砕するごみ（八尾市立リサイクルセン

ターで処理すべきごみ）  

573ｔ 

埋め立てるごみ（八尾市一般廃棄物最終処

分場で処理すべきごみ）  

633ｔ 

再生利用するごみ（八尾市一般廃棄物最終

処分場で処理すべきごみ）  

1,081ｔ 

再生利用するごみ（大阪府内市町村魚あら

適正処理促進連絡会議を通じた資源化方法

により、処理すべきごみ）  

169ｔ 

再生利用するごみ（植田油脂新田工場で処

理すべきごみ）  

3ｔ 

 

 

 

 

 

 

再生利用するごみ（食品循環資源の再生利

用等の促進に関する法律（平成 12年法律第

116号 。 以 下 「 食 品 リ サ イ ク ル 法 」 と い

う。）第 11条第１項の登録を受けた事業場

で処理すべきごみ）  

188ｔ 

計 21,921ｔ 

 ⑵ し尿・浄化槽汚泥の排出計画量  

種   類  発生量  

し尿 10,501kl 

し尿浄化槽汚泥  11,851kl 

４ 一般廃棄物の処理主体  

 ⑴ 市が収集するごみ  

種   類 収集・運搬  中間処理  最終処分  

可燃（燃やす）

ごみ 
市（直営・委託） 市（委託）  市（委託）  

資源物  市（直営・委託） 市（直営・委託）  市（委託）  



不
燃
ご
み 

複雑ごみ  市（直営・委託） 

市（直営・委託）  市（委託）  

（小型家電については、八尾市

立リサイクルセンターで複雑ご

みから抽出し、使用済小型電子

機器等の再資源化の促進に関す

る法律（平成 24年法律第 57号。

以下「小型家電リサイクル法」

という。）に基づいた認定事業

者による処理とする。）  

埋立ごみ  市（直営・委託） － 市（直営）  

粗大ごみ  市（委託）  市（直営・委託）  市（委託）  

臨時ごみ  市（直営）  市（直営・委託）  
市 （ 直 営 ・

委託）  

リサイクル家電  市（直営）  特定家庭用機器再商品化法（平

成 10年法律第 97号。以下「家電

リサイクル法」という。）に基

づいた製造事業者等による処理

とする。  

リサイクル家電

（一般家庭から

排出される冷蔵

庫・冷凍庫、エ

アコン、ブラウ

ン管式テレビ・

液晶式テレビ・

プラズマ式テレ

ビ・有機ＥＬテ

レビ、洗濯機・

衣類乾燥機。  

家電リサイクル法又は資源の有効な利用の促進に関

する法律（平成３年法律第 48号。以下「資源有効利

用促進法」という。）に基づいた製造事業者等によ

る収集運搬及び処理とする。  



ただし、小売店

に引取義務のあ

る も の に 限

る。）及びＰＣ

リサイクルマー

クの付いている

パソコン  

 

容器包装プラス

チック  

市（直営）  市（直営・委託）  市（委託）  

ペットボトル  市（直営・委託） 市（直営・委託）  市（委託）  

危険物（簡易ガ

スボンベ・スプ

レー缶）  

市（直営・委託） 市（直営・委託）  市（委託）  

二次電池（ニカ

ド電池、ニッケ

ル水素電池、リ  

チウムイオン電

池、小型シール  

電池）  

市（直営）  資源有効利用促進法に基づいた

製 造 事 業 者 等 に よ る 処 理 と す

る。  

  

  ※ 中間処理のうち、可燃（燃やす）ごみの委託とは、大阪広域環境施設

組合八尾工場搬入分をいう。  

  ※ 中間処理（可燃（燃やす）ごみを除く。）の委託とは、八尾市立リサ

イクルセンター搬入分をいう。  

  ※ 一般廃棄物収集運搬業については、基本計画及び本計画における本市

のごみ発生量に対し、既存の許可業者で十分に処理体制が整うことから、

新規許可申請は受け付けない。  

  ※ 一般廃棄物処分業については、基本計画及び本計画における本市のご

み発生量に対し、既存の処理主体によるもので十分に処理体制が整うこ

とから、新規許可申請は受け付けない。  

  ※ 最終処分の委託とは、大阪湾広域臨海環境整備センター搬入分をいう。  



 ⑵ 処理施設に搬入されるごみ  

 

 

※  一般廃棄物収集運搬業については、基本計画及び本計画における本

市のごみ発生量に対し、既存の許可業者で十分に処理体制が整うことか

ら、新規許可申請は受け付けない。  

  ※ 一般廃棄物処分業については、基本計画及び本計画における本市のご

み発生量に対し、既存の処理主体によるもので十分に処理体制が整うこ

とから、新規許可申請は受け付けない。  

  ※ 中間処理のうち、燃やすごみの委託とは、大阪広域環境施設組合八尾

工場搬入分をいう。  

  ※ 中間処理のうち、破砕するごみの委託とは、八尾市立リサイクルセン

ター搬入分をいう。  

  ※ 最終処分の委託とは、大阪湾広域臨海環境整備センター搬入分をいう。  

 ⑶ し尿・浄化槽汚泥  

種   類 収集・運搬  中間処理  最終処分  

種   類 収集・運搬  中間処理  最終処分  

燃やすごみ  

 

排出者又は  

許可業者  

市（委託）  市（委託）  

破砕するごみ  排出者  市（直営・委託）  市（委託）  

埋め立てるごみ  排出者  －  市（直営）  

再生利用するご

み 

排出者（ 剪

定枝）  

八尾市一般廃棄物最終処分場にて破砕

処理（チップ化）し、バイオマス燃料

として再資源化を行う。  

指 定 業 者

(魚あら) 

大阪府内市町村魚あら適正処理促進連

絡会議を通じた資源化方法により、処

理を行う。  

指 定 業 者

(揚げかす ) 

植田油脂新田工場へ搬入し、処理を行  

う。  

排出者又は  食品リサイクル法第11条第１項の登録  

 許可業者  を受けた事業場で処理を行う。  



し尿 市（直営）  市（直営・委託）  －  

し尿浄化槽汚泥  許可業者  市（直営・委託）  －  

  ※ 中間処理の委託とは、一般廃棄物処分業許可業者への委託をいう。  

  ※ し尿浄化槽汚泥については、本計画における本市の発生量に対し、既

存の許可業者で十分に処理体制が整うことから、新規許可申請は受け

付けない。  

５ 処理計画  

  令和７年度において、本市の一般廃棄物処理計画区域から排出される一般

廃棄物の排出量を次のように計画し、これを収集運搬し、処理及び処分を行

うものとする。  

 ⑴ ごみ処理実施計画  

  ① ごみの排出抑制・再資源化計画  

   ア 排出抑制の方法  

    (ア) 電動生ごみ処理機等の販売事業者との協定による購入あっせん制

度により、家庭における生ごみの堆肥化を促進する。  

    (イ) 市民団体とともに環境問題に関するイベントを開催し、ごみの発

生抑制、再使用及び再生利用の推進を図る。  

    (ウ) 広報誌、各種イベント等を通じて排出抑制を訴え、特に若年層

（小学生）に対しては学校教育の場を通して啓発活動を行う。また、

施設見学会等を実施する。  

   イ 再資源化の方法及び量（推計）  

    (ア) 集団回収を実施している市民団体に対し、奨励金を交付し、ごみ

の減量と再資源化を促進する。  

（5,210ｔ／年） 

    (イ) スチール缶・アルミ缶・ガラスびんは、全市域を対象に資源物と

して分別収集し、再資源化する。  

（907ｔ／年）  

    (ウ) スチール類は、全市域を対象に複雑ごみ・粗大ごみとして分別収

集し、処理施設に搬入される破砕するごみとともに再資源化する。  

（371ｔ／年）  



    (エ) 非鉄金属（アルミ類）は、全市域を対象に複雑ごみ・粗大ごみと

して分別収集し、処理施設に搬入される破砕するごみとともに再資

源化する。  

（41ｔ／年）  

    (オ) 冷蔵庫・冷凍庫、エアコン、ブラウン管式テレビ・液晶式テレビ  

     ・プラズマ式テレビ・有機ＥＬテレビ、洗濯機・衣類乾燥機のうち

義務外品に当たる物については全市域を対象にリサイクル家電と

して分別収集し、再資源化する。  

（175台／年）  

    (カ) 容器包装プラスチックは、全市域を対象に分別収集し、再資源化

を図る。  

（1,824ｔ／年） 

    (キ) ペットボトルは、公共施設等で拠点回収するとともに、全市域を

対象に分別収集し、再資源化を図る。  

（467ｔ／年）  

    (ク) 危険物（簡易ガスボンベ・スプレー缶）は、全市域を対象に分別

収集し、再資源化を図る。  

（スチール類及び非鉄金属（アルミ類）に含む。）  

    (ケ) 二次電池は、公共施設で拠点回収し、再資源化を図る。  

（0.9ｔ／年）  

    (コ) 小型家電は、八尾市立リサイクルセンターで複雑ごみの中から

ピックアップして回収し、特に携帯電話・スマートフォンは、公

共施設で拠点回収して、再資源化を図る。  

（28.0ｔ／年）  

(サ) 剪定枝は、八尾市一般廃棄物最終処分場にてチップ化し、バイオ

マス燃料として再資源化を図る。  

（932ｔ／年）  

    (シ) 市役所から排出される新聞・雑誌・コピー用紙・ダンボール等の

紙類について再資源化を図る。  

   ウ 事業系一般廃棄物の減量・リサイクルの推進  



    (ア) 八尾市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例施行規則（平成 17

年八尾市規則第42号。以下「規則」という。）第 14条第１項各号に

掲げる者に対し、事業系廃棄物管理責任者の選任及び事業系一般廃

棄物減量計画等報告書の作成を求めるとともに、立入検査を行い、

事業系一般廃棄物の減量指導を実施する。また、剪定枝、魚あら、

揚げかす及び食品循環資源の再生利用を推進し、発生抑制と減量化

を図るものとする。  

    (イ) 大阪広域環境施設組合八尾工場に搬入される紙類については、減

量と資源化の観点から再生利用が図られるよう、排出事業者及び許

可業者に協力を依頼する。  

   エ 適正処理対策  

    (ア) 指定袋制度による分別収集の周知及び徹底により、家庭系ごみの

適正処理を図るとともに、不適正排出物である疑いのある物につい

ては、破袋調査等を実施し、事業系廃棄物の便乗排出の排除を図る。

また、危険物・処理困難物については、排出者の自己責任による適

正処理を図る。  

    (イ) 排出事業者及び許可業者に対し、適正な処理を行わせるため、事

業所への立入検査及び収集運搬物の展開検査等により、指導の強化

を図る。また、許可業者に対し、規則、大阪広域環境施設組合処理

施設への受入基準等を遵守するよう指導する。  

  ② 収集運搬計画 

   ア 収集区域 

     市内全域 

   イ 市が収集運搬する廃棄物の種類、収集回数、収集の方法  

種 類 収集回数  収集の方法  

可燃（燃やす）

ごみ 

週２回  市の指定する袋により排出さ

れたものを戸別及びステー

ション方式の併用により収集

する。  



資源物  月２回  市の指定する袋により排出さ

れたものを戸別及びステー

ション方式の併用により収集

する。  

複雑ごみ  月１回  市の指定する袋により排出さ

れたものを戸別及びステー

ション方式の併用により収集

する。  

埋立ごみ  年 ４ 回 （ 第 ５ 水

曜日）  

市の指定する袋により排出さ

れたものを戸別及びステー

ション方式の併用により収集

する。  

粗大ごみ  電 話 、 イ ン タ ー

ネ ッ ト 等 申 込 み

による収集  

所要の処理手数料券を貼付し

て排出されたものを戸別に収

集する。  

臨時ごみ  電 話 等 申 込 み に

よる収集  

戸別に収集する。  

リサイクル家電  電 話 等 申 込 み に

よる収集  

戸別に収集する。  

容器包装プラス  

チック  

週１回  市の指定する袋により排出さ

れたものを戸別及びステー

ション方式の併用により収集

する。  

ペットボトル  月 １ 回 又 は 週 １

回 

市の指定する袋により排出さ

れたものを戸別及びステー

ション方式の併用により収集

するとともに、出張所等を拠

点に収集する。  

危険物（簡易ガ  週２回  中が分かる袋により排出され



スボンベ・スプ

レー缶）  

たものを戸別及びステーショ

ン方式の併用により収集す

る。  

二次電池  随時  出張所等を拠点に収集する。  

携 帯 電 話 ・ ス

マートフォン  

随時  出張所等を拠点に収集する。  

※  事業活動に伴って排出される一般廃棄物は、排出者が減量化・  

資源化に努めた上で、排出者が自ら市の処理施設に搬入するか、市

又は許可業者に委託し、市の処理施設で処理を行うものとする。  

  ③ 中間処理計画  

   ア 中間処理施設の概要  

施設名 公称能力  所在地  型 式 

大阪広域環境施設

組合八尾工場  

600ｔ／24ｈ  八 尾 市 上 尾 町 七

丁目１番地の１  

逆送式火格子  

八尾市立リサイク

ルセンター  

58ｔ／５ｈ  八 尾 市 町 二 丁

目11番地  

破砕設備  

選別装置  

   圧縮梱包装置  

プレス機  

八尾市一般廃棄物

最終処分場  

７ｔ／４ｈ  八 尾 市 上 尾 町 九

丁目 36番地  

破砕設備  

イ 中間処理施設に搬入される廃棄物の搬入者別の内訳量  

    (ア) 大阪広域環境施設組合八尾工場  

種 類 
収集 

（直営・委託）  
直接搬入  処理方法  

可燃（燃やす）

ごみ  
39,061ｔ －  

焼却処理後埋立処分  
臨時ごみ  339ｔ －  

燃やすごみ  － 19,274ｔ  



 

残滓  2,956ｔ －   

計 42,356ｔ 19,274ｔ  

合 計 61,630ｔ  

    (イ) 八尾市立リサイクルセンター  

種 類 
収集 

（直営・委託） 
直接搬入 搬入量計 資源化量 処理方法  

資 源 物  1,583ｔ － 1,583ｔ 907ｔ 選 別 に よ る

資 源 回 収 処

理 を 行 い 、

残 滓 は 焼 却

処理  

容 器 

包 装 

プ ラ ス

チ ッ ク  

2,060ｔ － 2,060ｔ 1,824ｔ 選 別 減 容 処

理 後 、 公 益

財 団 法 人 日

本 容 器 包 装

リ サ イ ク ル

協 会 （ 以 下

「 指 定 法

人 」 と い

う。）に  

引渡し  

ペ ッ ト  

ボ ト ル  

621ｔ － 621ｔ 467ｔ 選 別 減 容 処

理 後 、 指 定

法 人 に 引 渡

し  

危険物（簡

易ガスボン

ベ ・ ス プ 

59ｔ － 59ｔ 412ｔ 選 別 ・ 破 砕

減 容 処 理

後 、 金 属 類  



レー缶）  

   

 を 回 収 し 、

残 滓 は 焼 却

処 理 （ 小 型

家 電 に つ い

て は 、 八 尾

市 立 リ サ イ

ク ル セ ン

タ ー で 複 雑

ご み か ら 抽

出 し 、 小 型

家 電 リ サ イ

ク ル 法 に 基

づ い た 認 定

事 業 者 に よ

る 処 理 と す

る。）  

複  雑 

ご  み 

686ｔ － 686ｔ  

粗  大 

ご  み 

768ｔ － 768ｔ 

臨  時 

ご  み 

216ｔ － 216ｔ 

破  砕 

す  る 

ご  み 

－ 573ｔ 573ｔ 

計 5,993ｔ 573ｔ 6,566ｔ 3,610ｔ  

    (ウ) 八尾市一般廃棄物最終処分場  

種 類 
収集 

（直営・委託） 
直接搬入 搬入量計 資源化量 処理方法  

剪 定 枝  － 1,081ｔ  1,081ｔ  932ｔ 破 砕 処 理 に

よ る チ ッ プ

化 を 行 い 、

残 滓 は 焼 却

処理  

ウ 残滓の量及び処分方法  

施設名 処理量  残滓量  最終処分の方法  

大阪広域環境施設  61,630ｔ 9,149ｔ 大阪湾広域臨海環境整  

組合八尾工場    備センターにおいて埋



立処分  

八尾市立リサイク

ルセンター  

6,566ｔ 2,956ｔ 残滓は大阪広域環境施

設組合八尾工場で焼却

処理  

  ④ 最終処分計画  

    最終処分場の概要  

   ア 八尾市一般廃棄物最終処分場  

所在地  八尾市上尾町九丁目36番地  

敷地面積  19,733平方メートル  

埋立地面積  12,300平方メートル  

全体容量  70,000立方メートル  

残余容量  
34,740立方メートル（令和５年度  

末) 

年間搬入量（覆土を含む。）  

 

1,337ｔ 

1,187立方メートル  

埋立処分の方法  セル方式により埋立処分  

イ 大阪湾広域臨海環境整備センター（大阪沖埋立処分場）  

位置 大阪港  大阪市此花区北港  

埋立地面積  95ヘクタール  

全体容量  1,397.5万立方メートル  

  ⑤ 住民に対する広報啓発活動等  

   ア  収集曜日・分別収集・減量化・再資源化等については、市広報誌

「市政だより」等に掲載し、市民への広報、啓発活動を進める。  

   イ ごみ減量推進員（自治振興委員等）及びコミュニティ推進スタッフ

と連携を図りながら、地域におけるごみの分別収集に対する市民への

広報、啓発活動を進める。  

   ウ 環境教育の一環として、学習会や施設見学を通じて、ごみ処理の現

状について理解を求め、ごみの減量・資源化を訴える。  

   エ  転入者に対し、ごみの分け方・出し方のパンフレットや紙製エコ



バッグを配布し、ごみの減量・資源化を訴える。  

   オ 環境問題に関する啓発イベントを開催し、ごみ問題を始めとした環

境問題等への取組を紹介する。  

   カ ごみの分別意識を高めるため、スマートフォン用の八尾市複合アプ

リ「やおっぷ」を活用し、ごみに関する情報についてアプリを通じて

発信していく。  

   キ やおプラスチックごみゼロ宣言に基づき、市民の理解、協力のもと

マイバッグの利用促進・啓発チラシの配布を含め、環境意識の醸成に

向けた啓発活動に取り組む。  

   ク 資源を社会全体で有効活用し、環境負荷の低減を図るため、不要品

や中古品の再利用についての促進に向けた普及啓発を行う。  

   ケ 家庭で使用済みとなったパソコンについては、「資源有効利用促進

法」の趣旨に則り、メーカー等に引渡すよう市民に普及啓発を行うと

ともに、「小型家電リサイクル法」に基づき、国の認定事業者による

回収も選択できるよう、市民の利便性の向上を図り、ホームページや

チラシ等への掲載等を通じて普及啓発を行う。  

  ⑥ 排出禁止物  

    市が行う一般廃棄物の収集に際して、次のものを排出してはならない。  

    これらのものについては、販売店・専門業者等に引き取ってもらう等、

排出者の自己責任で適正に処理すること。  

   ア 有害性のあるもの  

     薬品類、塗料、農薬、劇薬等  

   イ 危険性のあるもの  

     オートバイ、ミニバイク、ガスボンベ、バッテリー、消火器等  

   ウ 引火性のあるもの  

     ガソリン、灯油、プロパンガス等  

   エ 著しく悪臭を発するもの  

     有機性汚泥等  

   オ 取扱いや設置又は撤去の際に専門業者の知識や技術が必要なもの  

     ピアノ、大型温水器、太陽熱温水器、ガス湯沸し器、太陽光発電設



備等 

   カ 特別管理一般廃棄物  

     感染性廃棄物等  

   キ 法令に基づき、事業者によって適正に収集し、運搬し、及び処分さ

れることが予定されているものであって、市による収集が不適切であ

ると市長が認めるもの  

     タイヤ、リサイクル家電（一般家庭から排出される冷蔵庫・冷凍庫、

エアコン、ブラウン管式テレビ・液晶式テレビ・プラズマ式テレビ・

有機ＥＬテレビ、洗濯機・衣類乾燥機。ただし、小売店に引取義務の

あるものに限る。）及びＰＣリサイクルマークの付いているパソコン

等 

ク その他処理を著しく困難にし、又は廃棄物の処理施設の機能に支障

が生ずるもの  

     スプリング入りマットレス、耐火金庫、ウインドサーフィンのボー

ド、レンガ、石うす、ブロック、農業用機械、電気温水器、コンク

リート製品、鉄の固まり等  

ケ 産業廃棄物  

⑵ 生活排水処理実施計画  

  ① 生活排水処理計画  

   ア 下水道で処理する面積  

     全体計画区域面積： 3,485ヘクタール  

   イ 合併処理浄化槽の活用を図る区域  

     下水道整備計画区域外及び下水道未整備区域  

  ② し尿・汚泥の処理計画  

   ア 収集区域 

     市内全域 

   イ 収集運搬する廃棄物の量、収集回数、収集の方法  

種  類 廃棄物の量  収集回数  収集の方法  

し尿 10,501kl 月２回又は月１  吸上自動車による  

 



  回収集   

し尿浄化槽汚泥  11,851kl １回／年  以上 吸上自動車による  

   ウ 中間処理計画  

     中間処理施設の概要  

施 設 名  公称能力  所在地  処理方式  

八尾市立衛生処

理場 

275kl／日  八尾市上尾町八

丁目 24番地の１  

高負荷脱窒素処理  

方式 

 


